
参 考 資 料 

１ 国家公務員の在職状況等

資料１－１ 公務員の数と種類    １ 

資料１－２ 年齢階層別人員構成比（平成 17 年との比較）  ２ 

資料１－３ 在職者に占める女性職員の割合の推移     ２ 

資料１－４ 再任用職員数の推移     ３ 

資料１－５ 任期付職員の採用者数・在職者数の推移   ３ 

資料１－６ 国家公務員採用試験の競争率の推移    ４ 

２ 国家公務員の研修体系 

資料２－１ 国家公務員の研修の概要   ５ 

資料２－２ 人事院の実施する主な研修   ６ 

資料２－３ 人事院が実施する主な研修の概要と受講者数   ７ 

３ 行政研修のカリキュラム 

資料３－１ 行政研修の目的とカリキュラム編成の基本・特徴 13 

資料３－２ 行政研修のカリキュラム例 （平成 27 年度）   14 

◇初任行政研修 

◇３年目フォローアップ研修 

◇行政研修（係員級特別課程） 

◇行政研修（係長級特別課程） 

◇行政研修（課長補佐級） 

◇行政研修（課長補佐級）リーダーシップ研修 

◇行政研修（課長級） 

資料３－３ 行政政策事例研究、政策課題研究のテーマ例  18 

４ 職場環境及び職場における人材育成の状況に係る意識調査  

資料４－１  職場環境及び職場における人材育成の状況に係る 19 

意識調査結果（抜粋）  

資料４－２ 「職場環境及び職場における人材育成の状況に係 22 
る意識調査」の計量分析 



５ 国家公務員の人事管理 

資料５－１ 国家公務員の人事管理のイメージ 25 

資料５－２ 人事評価制度の基本的枠組み  26 

６ 根拠法令   

資料６   国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）(抄) 27 



１ 国家公務員の在職状況等



資料１－１　公務員の数と種類

注： 1　国家公務員の数は、平成27年度末予算定員等による。

２　地方公務員の数は総務省「平成26年地方公務員給与実態調査」に基づいて推計したものであ　
　る。

３　人員は、それぞれ小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計が合致しない場合がある。

（参考）
平成１２年度

平成２７年度

大臣、副大臣、大臣政務官、大公使等　約４百人
裁判官、裁判所職員　　　　　　　約２万６千人
国会職員　　　　　　　　　　　　　　約４千人
防衛省職員　　　　　　　　　　約２６万８千人
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　資料１－３　在職者に占める女性職員の割合の推移

   資料１－２　年齢階層別人員構成比（平成１７年との比較）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国家公務員給与等実態調査）
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25232119171513119753平成元62昭和60

行（一） 全職員

（一般職の国家公務員の任用状況調査報告）

全職員には、給与法の適用を受ける職員に加え、任期付職員法、任

期付研究員法及び旧給与特例法の適用を受ける職員並びに特定独

立行政法人の職員を含む。

・平成16年度に、国立学校及び大学共同利用機関が国立大学法人及

び大学共同利用機関法人へ移行した

・平成19年度に、日本郵政公社が民営化された

・平成21年度に、社会保険庁が廃止された

・平成22年度に、国立高度専門医療センターが非特定独立行政法人

へ移行した

（年度）
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　資料１－４　再任用職員数の推移

（単位：人）

平成26年度年次報告書より

※　平成27年度の数値は、同年５月現在の値（予定者を含む）

資料１－５　任期付職員の採用者数・在職者数の推移

「再任用実施状況報告」（人事院・内閣人事局）
（単位：人）

19 81 101

220 233 243 258
286

356
286

329 352

511 478

19
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1,099
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年度末在職者数
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新規採用者数

44

（注）　「年度末在職者数」は、各年度末における人数である。なお、当初の任期により算出している。
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（国家公務員試験実施結果に基づき作成）

　資料１－6　国家公務員採用試験の競争率の推移
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２ 国家公務員の研修体系



資料２－１ 国家公務員の研修の概要

【役職段階別研修】

行 政 研 修

合同初任研修(内閣人事局と共催)、初任行政研修、３年目フォローアッ
プ研修、課長補佐級、課長補佐級(中国行政学院派遣コース、韓国中央
公務員教育院派遣コース、リーダーシップ、国際コース、女性管理職養

成コース)、課長級、特別課程(係員級、係長級、課長補佐級)、幹部行
政官セミナー(アスペンメソッド)、行政フォーラム

昇任時相談窓口等体験研修(消費者庁と共催)

人事院 地方機関職員研修

新採用職員研修、中堅係員研修、係長研修、管理監督者研修、幹部行政官
セミナー(管区機関局部長級)

【その他の研修】

派 遣 研 修

行政官長期在外研究員制度、行政官短期在外研究員制度、行政官国内研究

員制度

テーマ別研修

評価能力向上研修(応用編・ロールプレイ編)、パーソネル・マネジメント

・セミナー、実務経験採用者研修、女性職員キャリアアップ研修、女性職
員登用推進セミナー、メンター養成研修

指導者養成研修

研修担当官能力向上研修、研修教官能力向上研修、セクシュアル・ハラス

メント防止研修、ＪＳＴ基本コース(仕事と人のマネジメント研修)、討議
式研修｢公務員倫理を考える｣(ＪＫＥＴ)、接遇研修

内閣人事局 幹部候補育成課程中央研修（課長補佐級、係長級）、新任管理者セミナー､

官民合同セミナー（幹部級、課長級）、新任幹部（審議官級）懇話会

自 府 省 研 修

各府省 新採用職員研修、一般職員研修、監督者研修、管理者研修、専門研修等

全 府 省 研 修

統計研修(総務省)、情報システム統一研修(総務省)、会計事務職員研修

(財務省)等

※ 平成25年度において各府省が実施した研修は、32,491コースで、延べ888,399人の一般

職の国家公務員が受講した。
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係長級 課長補佐級 課長級 審議官・局長級

Ⅳ．指 導 者 養 成 研 修

研 修 担 当 官 能 力 向 上 研 修
研 修 教 官 能 力 向 上 研 修

セ ク シ ュ ア ル ・ ハ ラ ス メ ン ト
防 止 研 修

Ⅰ．役 職 段 階 別 研 修
１．行 政 研 修

中
堅係

員
研
修

係

長

研

修

管
理

監
督
者
研
修

新
採
用

職
員
研
修

３．地方機関職員研修

幹
部
行
政
官

セ

ミ
ナ

ー

（
管
区
機
関

局
部
長
級
）

係

員

級

特
別
課
程

係

長

級

特
別
課
程

課
長
補
佐
級

特
別
課
程

（Ⅱ・Ⅲ種登用研修）

初

任

行

政

研

修

課
長
補
佐
級

課

長

級

合

同

初

任

研

修

３
年
目
フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
研
修

行政フォーラム

幹

部

行

政

官

セ
ミ
ナ
ー

（
ア
ス
ペ
ン
メ
ソ
ッ
ド
）※

※

古
典
を
題
材
と
す
る

思
索
型
プ
ロ
グ
ラ
ム

Ⅲ．テ ー マ 別 研 修

評
価
能
力
向
上
研
修

Ｊ Ｓ Ｔ 基 本 コ ー ス

女
性
職
員
キ
ャ
リ
ア

ア

ッ

プ

研

修

パ
ー
ソ
ネ
ル
・
マ
ネ
ジ
メ

ン

ト

・
セ

ミ

ナ

ー

実務経験採用者研修（中途採用者を対象）

2．昇任時相談窓口
等体験研修

課
長
補
佐
級

（
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
研
修
）

接 遇 研 修

Ⅱ．派 遣 研 修
行政官長期在外研究員制度

行政官短期在外研究員制度

行政官国内研究員制度

課長補佐級（女性
管理職養成コース）

女
性
職
員
登
用
推
進

セ

ミ

ナ

ー

メ
ン
タ
ー
養
成
研
修

ＪＫＥＴ（公務員倫理研修）

採用直後から幹部級まで､体系的な各府省合同研修を実施

係長級職員等を対象 管理職員を対象

資料２－２ 人事院の実施する主な研修
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研
　
　
修
　
　
名

対
　
　

象
　

　
者

研
修

期
間

実
施

回
数

受
講

者
数

主
な

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

資
料
２
－
３
　
人
事
院
が
実
施
す
る
主
な
研
修
の
概
要
と
受
講
者
数

○
　
行

政
研
修
（
公
務
員
研
修
所
に
お
い
て
実
施
）

国
家

公
務

員
合

同
初

任
研

修
（
内

閣
人

事
局

と
共

催
）

国
家
公
務
員
採
用
試
験
の
結
果

に
基

づ
き

行
政

職
俸

給
表

(
一

)
２
級
の
官
職
に
採
用
さ
れ
た
職

員
(
こ

れ
に

相
当

す
る

も
の

を
含

む
。
)

３
日

間
１

回
7
0
0
人

○
公

務
員

・
行

政
へ

の
期

待
（

講
義

）
○

こ
れ

か
ら

の
公

務
員

の
在

り
方

（
討

議
、

座
談

会
）

初
　

任
　

行
　

政
　

研
　

修

国
家
公
務
員
採
用
試
験
の
結
果

に
基

づ
き

行
政

職
俸

給
表

(
一

)
２
級
の
官
職
に
採
用
さ
れ
た
職

員
（

こ
れ

に
相

当
す

る
も

の
を

含
む
。
）
の
う
ち
、
将
来
、
本

府
省

に
お

い
て

主
に

政
策

の
企

画
立
案
等
の
業
務
に
従
事
す
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

者

５
週

間
５

コ
ー

ス
各

コ
ー

ス
約

1
2
5
人

○
介

護
・

地
方

自
治

体
実

地
体

験
等

（
講

義
、

実
地

体
験

、
レ

ポ
ー

ト
作

成
）

○
公

務
員

倫
理

を
考

え
る

（
演

習
）

○
行

政
政

策
事

例
研

究
（

歴
史

的
意

義
の

大
き

い
過

去
の

行
政

事
例

か
ら

「
行

政
官

と
し

て
取

る
べ

き
行

動
」

に
つ

い
て

検
討

す
る

た
め

の
講

義
、

討
議

、
発

表
）

○
政

策
課

題
研

究
（

講
義

、
討

議
、

発
表

）
○

人
権

（
人

権
問

題
の

被
害

者
等

に
よ

る
講

義
）

・
研

修
員

の
評

価
を

行
い

各
府

省
に

通
知

３
年

目
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

研
修

初
任
行
政
研
修
受
講
か
ら
２
年

経
過

し
た

職
員

の
う

ち
、

将
来
、
本
府
省
に
お
い
て
主
に
政

策
の

企
画

立
案

等
の

業
務

に
従

事
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
者

４
日

間
４

コ
ー

ス
各

コ
ー

ス
1
3
0
人

○
公

務
員

の
在

り
方

を
考

え
る

（
講

義
、

討
議

（
２

年
間

の
振

り
返

り
）

、
レ

ポ
ー

ト
作

成
）

○
政

策
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

（
討

議
、

発
表

）

行
政

研
修

（
課

長
補

佐
級

）
本
府
省
課
長
補
佐
級
に
昇
任

後
、

概
ね

１
年

以
内

の
職

員
の

う
ち
、
政
策
の
企
画
立
案
等
の

業
務

に
従

事
す

る
者

４
日

間
７

回
各
回
6
0
人
（
合

宿
）

／
3
5
人
（
通
勤

）

○
行

政
の

在
り

方
（

講
義

、
討

議
）

○
政

策
課

題
研

究
・

行
政

政
策

事
例

研
究

（
講

義
、

討
議

、
発

表
）

○
人

事
管

理
・

組
織

管
理

等
（

講
義

、
演

習
）

○
個

別
政

策
研

究
（

発
表

、
討

議
）

　
行

政
研

修
（
課

長
補

佐
級

）
　

中
国

派
遣

コ
ー

ス
本
府
省
課
長
補
佐
級
職
員
で

、
概

ね
年

齢
4
0
歳

以
下

の
者

３
日

＋
８

日
間

１
回

1
5
人

○
中

国
事

情
研

究
、

日
中

関
係

の
現

状
と

課
題

（
講

義
、

討
議

）
○

現
場

視
察

等

行
政

研
修

（
課

長
補

佐
級

）
韓

国
中

央
公

務
員

教
育

院
派

遣
コ

ー
ス

本
府
省
課
長
補
佐
級
職
員
で

、
概

ね
年

齢
4
0
歳

以
下

の
者

２
日

＋
５

日
間

１
回

1
5
人

○
韓

国
事

情
研

究
（

講
義

、
討

議
、

レ
ポ

ー
ト

作
成

）
○

日
韓

行
政

官
対

話
（

討
議

）
○

行
政

機
関

視
察

等
（

視
察

）

　
行

政
研

修
（
課

長
補

佐
級

）
　

国
際

コ
ー

ス

人
事
院
長
期
在
外
研
究
員
制

度
等

に
よ

る
海

外
の

大
学

院
へ

の
留
学
経
験
者
及
び
在
外
勤
務

経
験

者
で

、
国

際
業

務
に

将
来

的
に
携
わ
る
意
欲
の
あ
る
者
（

な
お

、
擬

似
的

に
グ

ロ
ー

バ
ル

な
研
修
環
境
を
創
出
す
る
た
め

、
在

京
各

国
大

使
館

等
か

ら
外

国
人
研
修
員
に
合
宿
研
修
へ
の

参
加

を
多

く
求

め
て

い
る

。
）

１
日

（
通

勤
）

＋
３

日
間

（
合

宿
）

１
回

4
0
人

○
日

本
へ

の
期

待
（

講
義

、
討

議
）

○
個

別
政

策
研

究
（

発
表

、
実

習
、

討
議

）
○

英
語

の
論

理
的

世
界

、
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

（
講

義
、

実
習

）

　
行

政
研

修
（
課

長
補

佐
級

）
　

女
性

管
理

職
養

成
コ

ー
ス

政
策
の
企
画
・
調
整
の
衝
に

当
た

る
本

府
省

課
長

補
佐

級
の

女
性
職
員
で
、
行
政
職
俸
給
表

（
一

）
６

級
相

当
の

者
の

う
ち

、
各
府
省
が
本
府
省
の
管
理
職

員
候

補
と

し
て

い
る

者
４

日
間

１
回

2
0
人

○
公

務
員

へ
の

期
待

、
公

務
員

の
在

り
方

（
講

義
、

討
議

）
○

政
策

課
題

研
究

（
講

義
、

討
議

、
発

表
）

○
先

輩
職

員
を

囲
ん

で
（

討
議

）
○

組
織

管
理

・
人

事
管

理
等

（
講

義
、

演
習

）
○

個
別

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
研

究
（

討
議

）

行
政

研
修

（
課

長
補

佐
級

）
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

研
修

政
策
の
企
画
立
案
等
の
業
務

に
従

事
す

る
年

齢
3
0
歳

代
半

ば
の

本
府
省
課
長
補
佐
級
の
職
員

で
、

各
府

省
が

将
来

の
本

府
省

幹
部
職
員
と
し
て
計
画
的
に
育

成
し

よ
う

と
し

て
い

る
者

1
5
日

間
程

度
１

回
2
5
人

○
行

政
・

行
政

官
の

在
り

方
（

講
義

、
討

議
）

○
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

を
考

え
る

（
講

義
、

討
議

、
演

習
）

○
駐

日
在

外
公

館
職

員
と

の
意

見
交

換
（

討
議

）
○

共
同

研
究

（
討

議
・

レ
ポ

ー
ト

作
成

）

行
政

研
修

（
課

長
級

）
本
府
省
課
長
級
職
員
で
、
概

ね
年

齢
5
0
歳

以
下

の
者

３
日

間
又

は
４

日
間

３
回

（
う

ち
１

回
は

現
場

訪
問

コ
ー

ス
）

各
回

3
0
人

（
現

場
訪

問
コ

ー
ス

は
2
0

人
）

○
個

別
政

策
研

究
（

発
表

、
討

議
）

○
人

事
管

理
・

組
織

管
理

等
（

講
義

、
演

習
）

（
現

場
訪

問
コ

ー
ス

）
〇

東
日

本
大

震
災

の
被

災
地

視
察

、
意

見
交

換

行
政

研
修

（
係

員
級

特
別

課
程

）
・
旧
Ⅱ
種
・
Ⅲ
種
等
採
用
職

員
の

う
ち

係
長

昇
任

直
前

の
職

員
・
計
画
的
育
成
者
又
は
そ
の

選
抜

の
候

補
と

な
る

成
績

優
秀

者

３
日
間
（
通
勤
）
＋
１
週
間

（
合
宿
）

又
は

１
週
間
（
合
宿
）

３
回

各
回

5
0
人

○
公

務
員

倫
理

を
考

え
る

（
講

義
、

討
議

）
○

行
政

政
策

事
例

研
究

・
政

策
課

題
研

究
（

講
義

、
討

議
、

発
表

）
〇

 
英

語
学

習
（

演
習

）
・

受
講

結
果

を
各

府
省

へ
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク
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研
　
　
修
　
　
名

対
　
　

象
　

　
者

研
修

期
間

実
施

回
数

受
講

者
数

主
な

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

研
　

　
修

　
　

名
対
　
　

象
　

　
者

研
修

期
間

実
施

回
数

受
講

者
数

目
　

　
　

　
的

評
価

能
力

向
上

研
修

（
応

用
編

）
本
府
省
課
長
級
・
管
区
機
関

部
長

級
の

評
価

者
の

指
導

に
当

た
る
職
員

２
時

間
３

回
各

回
3
0
人

評
価

能
力

向
上

研
修

（
ロ

ー
ル

プ
レ

イ
編

）
本
府
省
課
長
補
佐
級
・
管
区

機
関

課
長

級
の

評
価

者
の

指
導

に
当
た
る
職
員

半
日

３
回

各
回

3
0
人

パ
ー

ソ
ネ

ル
・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
・
セ

ミ
ナ

ー
原
則
と
し
て
本
府
省
に
勤
務

す
る

評
価

者
２

日
間

１
回

3
0
人

①
部

下
の

能
力

発
揮

等
の

向
上

に
取

り
組

む
際

に
管

理
者

と
し

て
心

得
て

お
く

べ
き

ポ
イ

ン
ト

等
を

確
認

し
、

ま
た

、
②

参
加

者
同

士
の

経
験

の
共

有
や

意
見

交
換

を
通

じ
て

相
互

に
啓

発
し

合
う

機
会

を
提

供
す

る
こ

と
に

よ
り

、
人

事
評

価
結

果
の

人
材

育
成

へ
の

活
用

等
に

向
け

た
各

府
省

の
取

組
を

促
進

・
支

援
す

る
。

実
務

経
験

採
用

者
研

修
民
間
企
業
等
か
ら
の
採
用
者

２
日

間
３

回
各

回
4
0
人

「
国

民
全

体
の

奉
仕

者
」

と
し

て
求

め
ら

れ
る

服
務

規
律

に
関

す
る

知
識

、
公

務
員

と
し

て
の

倫
理

観
の

徹
底

等
を

図
る

と
と

も
に

、
先

輩
職

員
の

ア
ド

バ
イ

ス
や

研
修

員
相

互
の

理
解

の
促

進
に

よ
り

公
務

員
生

活
の

開
始

を
支

援
す

る
。

本
府

省
女

性
職

員
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

研
修

（
本

院
と

研
修

所
が

共
同

で
企

画
・
実

施
）

本
府
省
に
勤
務
す
る
女
性
職

員
の

う
ち

、
行

政
職

俸
給

表
(
一

)
３
級
以
上
の
官
職
に
就
い
て

い
る

者
及

び
こ

れ
に

準
ず

る
者

４
日

間
２

回
各

回
5
0
人

女
性

職
員

の
登

用
を

促
進

す
る

た
め

、
女

性
職

員
間

の
相

互
啓

発
等

に
よ

る
業

務
遂

行
能

力
の

伸
長

を
図

る
機

会
を

付
与

す
る

と
と

も
に

、
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
能

力
開

発
の

機
会

や
人

的
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

の
機

会
の

付
与

等
を

図
る

。

女
性

職
員

登
用

推
進

セ
ミ

ナ
ー

本
府
省
に
勤
務
す
る
課
長
級

以
上

の
職

員
半

日
２

回
5
0
人

職
場

単
位

で
女

性
職

員
の

登
用

を
阻

害
す

る
要

因
を

見
直

し
、

女
性

登
用

の
た

め
の

環
境

を
整

備
す

る
た

め
、

各
職

場
の

人
事

管
理

・
職

員
の

育
成

の
一

次
的

責
任

を
有

す
る

管
理

職
員

の
意

識
啓

発
を

図
る

。

メ
ン

タ
ー

養
成

研
修

メ
ン
タ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

メ
ン

タ
ー

と
な

る
こ

と
が

予
定

さ
れ
て
い
る
職
員

１
日

４
回

各
回

7
0
人

職
場

に
お

け
る

メ
ン

タ
ー

、
メ

ン
タ

リ
ン

グ
に

関
す

る
基

本
的

な
知

識
と

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
－

シ
ョ

ン
・

ス
キ

ル
を

習
得

さ
せ

る
。

行
政

研
修

（
係

長
級

特
別

課
程

）

・
旧
Ⅱ
種
・
Ⅲ
種
等
採
用
職

員
の

う
ち

本
府

省
に

勤
務

す
る

者
で
計
画
的
な
育
成
が
図
ら
れ

て
い

る
者

・
概
ね
年
齢
3
5
歳
以
下
の
者

３
日
間
（
通
勤
）
＋
１
週
間

（
合
宿
）

又
は

８
日
間
（
全
期
間
通
勤
又
は

全
期
間
合
宿
）

３
回

各
回

5
0
人

○
公

務
員

倫
理

を
考

え
る

（
講

義
、

討
議

）
○

個
別

政
策

研
究

（
発

表
、

討
議

）
○

行
政

政
策

事
例

研
究

・
政

策
課

題
研

究
（

講
義

、
討

議
、

発
表

）
・

研
修

員
の

評
価

を
行

い
各

府
省

に
通

知

行
政

研
修

（
課

長
補

佐
級

特
別

課
程

）

・
旧
Ⅱ
種
・
Ⅲ
種
等
採
用
職

員
の

う
ち

本
府

省
に

勤
務

す
る

者
で
計
画
的
な
育
成
が
図
ら
れ

て
い

る
者

・
概
ね
年
齢
4
5
歳
以
下
の
者

３
日

間
（

通
勤

）
＋

１
週

間
（

合
宿

）
又

は
１

週
間

（
合

宿
）

２
回

各
回

3
5
人

○
公

務
員

倫
理

を
考

え
る

（
講

義
、

討
議

）
○

個
別

政
策

研
究

（
発

表
、

討
議

)
○

政
策

課
題

研
究

（
講

義
、

討
議

、
発

表
）

〇
 
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
（

討
議

、
演

習
）

・
研

修
員

の
評

価
を

行
い

各
府

省
に

通
知

幹
部

行
政

官
セ

ミ
ナ

ー
（
ア

ス
ペ

ン
メ

ソ
ッ

ド
）

本
府
省
審
議
官
級
及
び
筆
頭

課
長

級
職

員
４

日
間

１
回

1
5
人

○
様

々
な

古
典

を
教

材
と

す
る

思
索

型
プ

ロ
グ

ラ
ム

・
深

い
教

養
に

根
ざ

し
た

洞
察

力
、

職
業

公
務

員
と

し
て

の
高

い
倫

理
性

を
培

う

行
政

フ
ォ

ー
ラ

ム
本
府
省
課
長
級
以
上
の
職
員

２
時

間
９

回
（

希
望

者
）

○
各

界
の

著
名

な
有

識
者

に
よ

る
講

義
、

意
見

交
換

※
実

施
回

数
及
び
受
講
者
数
は
平
成
2
7
年
度
の
も
の
。

○
テ
ー
マ
別
研
修
、
指
導
者
養
成
研
修
（
本
院
に
お
い
て
実
施
）

公
正

か
つ

適
正

な
人

事
評

価
の

実
施

に
資

す
る

た
め

、
面

談
に

関
す

る
事

例
研

究
を

含
む

講
義

に
よ

り
（

応
用

編
）

、
又

は
評

価
や

面
談

に
関

す
る

ロ
ー

ル
プ

レ
イ

ン
グ

等
を

通
じ

て
（

ロ
ー

ル
プ

レ
イ

編
）

、
評

価
者

（
管

理
者

）
の

評
価

能
力

の
向

上
を

図
る

。

8



研
　

　
修

　
　

名
対
　
　

象
　

　
者

研
修

期
間

実
施

回
数

受
講

者
数

目
　

　
　

　
的

研
修

担
当

官
能

力
向

上
研

修
２

日
間

１
回

4
0
人

研
修

教
官

能
力

向
上

研
修

２
日

間
１

回
3
0
人

セ
ク

シ
ュ

ア
ル

・
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研

修
指

導
者

養
成

コ
ー

ス

係
長
級
以
上
の
職
員
で
、
受

講
後

セ
ク

シ
ュ

ア
ル

・
ハ

ラ
ス

メ
ン
ト
防
止
研
修
の
指
導
に
当

た
る

こ
と

が
予

定
さ

れ
て

い
る

も
の

１
日

１
回

6
0
人

セ
ク

シ
ュ

ア
ル

・
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
等

に
関

す
る

職
員

の
意

識
を

高
め

、
ま

た
、

管
理

・
監

督
者

に
そ

の
果

た
す

べ
き

責
務

・
役

割
に

つ
い

て
理

解
を

徹
底

す
る

と
と

も
に

実
践

的
能

力
を

付
与

す
る

。

討
議

式
研

修
｢公

務
員

倫
理

を
考

え
る

｣
（
Ｊ
Ｋ

Ｅ
Ｔ

）
係

長
級

以
上

の
職

員
又

は
５

年
以

上
の
職
歴
を
有
す
る
職
員
で
、

受
講

後
本

研
修

の
指

導
に

当
た

る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
も
の

３
日
間

１
回

1
8
人

公
務

員
倫

理
に

つ
い

て
考

え
る

こ
と

に
よ

り
倫

理
観

の
涵

養
を

図
る

と
と

も
に

実
践

的
能

力
を

付
与

す
る

。

Ｊ
Ｓ

Ｔ
基

本
コ

ー
ス

（
仕

事
と

人
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
修

）
指

導
者

養
成

課
程

係
長

級
以

上
の

職
員

又
は

５
年

以
上
の
職
歴
を
有
す
る
職
員
で
、

受
講

後
本

研
修

の
指

導
に

当
た

る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
も
の

４
日
間

１
回

1
8
人

仕
事

の
管

理
や

部
下

の
指

導
な

ど
に

関
す

る
原

則
を

組
織

的
、

体
系

的
に

理
解

さ
せ

る
と

と
も

に
実

践
的

能
力

を
付

与
す

る
。

昇
任
時

相
談
窓
口
等
体
験
研
修

本
府
省
審
議
官
級
官
職
へ
の
昇

任
者

　
 
２

日
～

３
日

２
～

３
回

各
回

3
0
人

消
費

生
活

セ
ン

タ
ー

等
の

相
談

窓
口

に
お

け
る

体
験

研
修

を
通

じ
、

特
に

本
府

省
等

に
お

い
て

政
策

の
企

画
・

立
案

に
当

た
る

審
議

官
級

職
員

が
消

費
者

・
生

活
者

の
声

に
触

れ
る

こ
と

に
よ

り
、

今
後

の
行

政
や

公
務

員
の

在
り

方
に

つ
い

て
考

え
る

契
機

と
す

る
。

※
受

講
者

数
は
平
成
2
7
年
度
の
も
の
。

研
　
　
修
　
　
名

対
　

　
象

　
　

者
研

修
期

間

実
施

回
数

（
各

地
方

事
務

局
（

所
）

ご
と

）

受
講

者
数

（
各

地
方

事
務

局
（

所
）

ご
と

）

目
　

　
　

　
　

　
　

　
　

的

新
採

用
職

員
研

修
行

政
職

俸
給

表
(
一

)
１

級
の

官
職
(
こ
れ
に
相
当
す
る
と
認
め
ら
れ

る
官

職
を

含
む

。
）

に
採

用
さ

れ
た
者

４
日
間

１
回

3
0
-
5
0
人

国
民

全
体

の
奉

仕
者

と
し

て
の

使
命

と
心

構
え

を
自

覚
さ

せ
、

新
採

用
職

員
と

し
て

各
府

省
に

共
通

し
て

必
要

な
業

務
遂

行
上

の
基

礎
知

識
、

技
能

、
態

度
を

養
成

し
、

併
せ

て
政

府
職

員
と

し
て

の
一

体
感

を
培

う
。

中
堅

係
員

研
修

行
政

職
俸

給
表

（
一

）
２

級
の

官
職
に
在
職
す
る
者
、
又
は
こ
れ

ら
と

同
等

と
認

め
ら

れ
る

者
で

、
勤
務
成
績
が
優
秀
な
も
の

４
日
間

１
～
２
回

各
回

3
0
-
5
0
人

職
務

の
遂

行
に

必
要

な
知

識
、

技
術

、
態

度
及

び
広

範
な

行
政

的
視

野
並

び
に

社
会

的
識

見
を

付
与

す
る

こ
と

に
よ

り
、

地
方

機
関

に
お

け
る

行
政

運
営

の
中

核
と

な
る

べ
き

公
務

員
を

育
成

し
、

併
せ

て
政

府
職

員
と

し
て

の
一

体
感

を
培

う
。

係
長

研
修

地
方

機
関

の
係

長
、

又
は

こ
れ

と
同
等
と
認
め
ら
れ
る
者
で
、
勤

務
成

績
が

優
秀

な
も

の
４
日
間

１
～
２
回

各
回

3
0
-
5
0
人

職
務

の
遂

行
に

必
要

な
幅

広
い

知
識

、
教

養
及

び
広

範
な

行
政

的
視

野
、

基
本

的
な

管
理

能
力

並
び

に
社

会
的

識
見

を
付

与
す

る
こ

と
に

よ
り

、
将

来
地

方
機

関
に

お
け

る
中

堅
幹

部
と

な
る

べ
き

公
務

員
を

育
成

し
、

併
せ

て
政

府
職

員
と

し
て

の
一

体
感

を
培

う
。

管
理

監
督

者
研

修
(課

長
補

佐
研

修
、

課
長

研
修

)
管

区
機

関
の

課
長

補
佐

、
若

し
く

は
課
長
、
又
は
こ
れ
と
同
等
と

認
め

ら
れ

る
者

で
、

勤
務

成
績

が
優
秀
な
も
の

４
日
間

１
～
２
回

各
回

3
0
-
5
0
人

職
務

の
遂

行
に

必
要

な
広

範
な

行
政

的
識

見
を

更
に

深
め

さ
せ

、
相

当
高

度
の

管
理

能
力

を
習

得
さ

せ
る

こ
と

に
よ

り
、

地
方

機
関

に
お

け
る

幹
部

と
な

る
べ

き
公

務
員

を
育

成
し

、
併

せ
て

政
府

職
員

と
し

て
の

一
体

感
を

培
う

。

幹
部

行
政

官
セ

ミ
ナ

ー
管

区
機

関
の

長
級

の
職

員
半
日

１
回

2
0
-
3
0
人

各
界

の
有

識
者

を
交

え
て

、
公

務
員

の
基

本
に

立
ち

返
っ

て
、

こ
れ

か
ら

の
行

政
と

行
政

官
の

在
り

方
を

考
え

る
。

お
お
む
ね
着
任
後
１
年
未
満

の
、

研
修

企
画

又
は

教
育

指
導

の
事
務
を
担
当
す
る
職
員

※
地
方
事
務
局
・
所
の
該
当

者
の

受
講

も
可

と
す

る
。

研
修

企
画

・
教

育
指

導
等

の
職

務
遂

行
に

必
要

な
基

礎
的

知
識

の
修

得
及

び
実

践
的

な
能

力
の

向
上

を
図

る
。

○
　
地

方
機
関
職
員
研
修
（
各
地
方
事
務
局
（
所
）

に
お
い
て
実
施
）
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評
価

能
力

向
上

研
修

＜
ロ

ー
ル

プ
レ

イ
編

＞
(指

導
者

養
成

コ
ー

ス
)

地
方

機
関

の
評

価
者

の
指

導
に

当
た
る
職
員

半
日

１
～
４
回

各
回

4
0
-
6
0
人

公
正

か
つ

適
正

な
人

事
評

価
の

実
施

に
資

す
る

た
め

、
評

価
や

面
談

に
関

す
る

ロ
ー

ル
プ

レ
イ

ン
グ

等
を

通
じ

て
、

評
価

者
（

管
理

者
）

の
評

価
能

力
の

向
上

を
図

る
。

パ
ー

ソ
ネ

ル
・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
・
セ

ミ
ナ

ー
地

方
機

関
の

評
価

者
２
日
間

１
回

3
0
人

①
部

下
の

能
力

発
揮

等
の

向
上

に
取

り
組

む
際

に
管

理
者

と
し

て
心

得
て

お
く

べ
き

ポ
イ

ン
ト

等
を

確
認

し
、

ま
た

、
②

参
加

者
同

士
の

経
験

の
共

有
や

意
見

交
換

を
通

じ
て

相
互

に
啓

発
し

合
う

機
会

を
提

供
す

る
こ

と
に

よ
り

、
人

事
評

価
結

果
の

人
材

育
成

へ
の

活
用

等
に

向
け

た
各

府
省

の
取

組
を

促
進

・
支

援
す

る
。

女
性

職
員

登
用

推
進

セ
ミ

ナ
ー

地
方

機
関

の
課

長
級

以
上

の
管

理
職
員

１
日

１
回

3
0
-
4
0
人

職
場

単
位

で
女

性
職

員
の

登
用

を
阻

害
す

る
要

因
を

見
直

し
、

女
性

登
用

の
た

め
の

環
境

を
整

備
す

る
た

め
、

各
職

場
の

人
事

管
理

・
職

員
の

育
成

の
一

次
的

責
任

を
有

す
る

管
理

職
員

の
意

識
啓

発
を

図
る

。

女
性

職
員

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
研

修
（
地

方
機

関
コ

ー
ス

）
地
方
機
関
の
係
長
級
以
上
の
女

性
職

員
３

日
間

１
～

３
回

各
回

3
0
人

地
方

機
関

に
お

け
る

女
性

職
員

の
登

用
を

促
進

す
る

た
め

、
女

性
職

員
間

の
相

互
啓

発
等

に
よ

る
業

務
遂

行
能

力
の

伸
長

を
図

る
機

会
を

付
与

す
る

と
と

も
に

、
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
能

力
開

発
の

機
会

や
人

的
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

の
機

会
の

付
与

等
を

図
る

。

メ
ン

タ
ー

養
成

研
修

メ
ン

タ
ー

・
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
メ

ン
タ
ー
と
な
る
こ
と
が
予
定
さ
れ

て
い

る
職

員
１
日

１
回

4
0
-
6
0
人

職
場

に
お

け
る

メ
ン

タ
ー

、
メ

ン
タ

リ
ン

グ
に

関
す

る
基

本
的

な
知

識
と

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
・

ス
キ

ル
を

習
得

さ
せ

る
。

セ
ク

シ
ュ

ア
ル

・
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研

修
指

導
者

養
成

コ
ー

ス
係

長
級

以
上

の
職

員
で

、
部

内
の

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
・
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
防

止
研

修
の

指
導

に
当

た
る

こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
も
の

１
日

１
回

5
0
-
8
0
人

セ
ク

シ
ュ

ア
ル

・
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
等

に
関

す
る

職
員

の
意

識
を

高
め

、
ま

た
、

管
理

・
監

督
者

に
そ

の
果

た
す

べ
き

責
務

・
役

割
に

つ
い

て
理

解
を

徹
底

す
る

。

Ｊ
Ｓ

Ｔ
基

本
コ

ー
ス

（
仕

事
と

人
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
修

）
指

導
者

養
成

課
程

係
長

級
以

上
の

職
員

又
は

５
年

以
上
の
職
歴
を
有
す
る
職
員
で
、

受
講

後
本

研
修

の
指

導
に

当
た

る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
も
の

４
日
間

１
回

1
8
人

仕
事

の
管

理
や

部
下

の
指

導
な

ど
に

関
す

る
原

則
を

組
織

的
、

体
系

的
に

理
解

さ
せ

る
と

と
も

に
実

践
的

能
力

を
付

与
す

る
。

討
議

式
研

修
｢公

務
員

倫
理

を
考

え
る

｣
（
Ｊ
Ｋ

Ｅ
Ｔ

）
係

長
級

以
上

の
職

員
又

は
５

年
以

上
の
職
歴
を
有
す
る
職
員
で
、

受
講

後
本

研
修

の
指

導
に

当
た

る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
も
の

３
日
間

１
回

1
8
人

公
務

員
倫

理
に

つ
い

て
考

え
る

こ
と

に
よ

り
倫

理
観

の
涵

養
を

図
る

と
と

も
に

実
践

的
能

力
を

付
与

す
る

。

接
遇

研
修

指
導

者
養

成
コ

ー
ス

上
級

係
員

相
当

職
以

上
の

職
員

で
、
部
内
の
接
遇
研
修
の
指
導
に

当
た

る
こ

と
が

予
定

さ
れ

て
い

る
も
の

１
日

１
回

4
0
人

接
遇

の
基

本
等

を
修

得
さ

せ
、

「
国

民
全

体
の

奉
仕

者
」

に
ふ

さ
わ

し
い

執
務

態
度

の
徹

底
を

図
る

。

そ
の

他
テ

ー
マ

別
研

修
そ

の
他

、
個

別
の

テ
ー

マ
を

設
定

し
て

研
修

を
実

施

※
受
講

者
数
は
平
成
2
7
年
度
の
も
の
。

研
修
内
容
に
応
じ
て
設
定
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研
　
　
修
　
　
名

応
募
資

格
研

修
期

間
備

　
考

行
政

官
長

期
在

外
研

究
員

制
度

在
職
期
間
が
８
年
未
満
の
勤

務
成

績
優

秀
者

２
年

 
※

博
士

課
程

に
進

学
す

る
場

合
は

最
大

４
年

（
内

訳
）

　
米

国
　

　
　

　
　

 
9
9
名

　
　

　
英

国
　

　
　

　
 
 
 
　

3
4
名

　
　

　
 
 
　

フ
ラ

ン
ス

　
　

　
　

６
名

　
　

ド
イ

ツ
　

　
　

 
 
 
　

　
３

名
　

　
　

　
　

オ
ラ

ン
ダ

 
 
 
　

 
 
 
１

名
　

　
オ

ー
ス

ト
ラ

リ
ア

 
　

２
名

　
　

　
　

　
中

国
　

　
　

　
　

　
３

名
　

　
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
　

　
２

名
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
計

1
5
0
名

行
政

官
短

期
在

外
研

究
員

制
度

在
職
期
間
が
６
年
以
上
で
行

(
一
)
３

級
以

上
の

勤
務

成
績

優
秀

者
 
原

則
と

し
て

、
６

月
又

は
１

年

（
内

訳
）

　
調

査
研

究
コ

ー
ス

　
1
7
名

程
度

　
特

別
コ

ー
ス

　
 
　

 
 
4
名

程
度

 
 
　

　
　

　
公

共
政

策
コ

ー
ス

　
２

名
程

度
　

国
際

機
関

コ
ー

ス
2
～

4
名

程
度

 
・

 
特

別
コ

ー
ス

は
、

Ⅱ
・

Ⅲ
種

等
採

用
職

員
の

登
用

施
策

の
一

環
と

し
て

、
 
 
 
行

政
研

修
（

係
長

級
特

別
課

程
）

受
講

者
を

対
象

と
す

る
。

行
政

官
国

内
研

究
員

制
度

 （
修

士
課

程
コ

ー
ス

）
在
職
期
間
が
２
年
以
上
1
8
年
未

満
(
行

(
一

)
１

級
～

６
級

)
の

勤
務
成
績
優
秀
者

１
～

２
年

（
内

訳
）

　
東

北
大

学
　

　
　

　
　

　
１

名
　

筑
波

大
学

　
　

　
　

　
　

１
名

 
 
東

京
大

学
１

名
　

一
橋

大
学

 
 
　

　
　

　
　

４
名

　
政

策
研

究
大

学
院

大
学

 
 
４

名
 
 
京

都
大

学
 
　

　
 
 
 
 
 
　

１
名

 
　

 
計

1
2
名

行
政

官
国

内
研

究
員

制
度

 （
博

士
課

程
コ

ー
ス

）
在

職
期

間
が

２
年

以
上

2
5
年

未
満

(
行

(
一

)
２

級
～

９
級

)
の

勤
務

成
績

優
秀

者
１

～
３

年
（

内
訳

）
 
 
京

都
大

学
 
　

　
 
 
 
　

　
１

名
 
 
 
 
計

 
1
名

国
内

の
大

学
院

　
　

１
名

（
平

成
2
6
年

度
　

　
 
３

名
）

※
年
間

派
遣
者
数
は
平
成
2
7
年
度
の
実
績
（
短
期
は
2
7
年
度
派
遣
予
定
）
を
表

す
。

○
　
派

遣
研
修

派
遣

先
及

び
年

間
派

遣
者

数

外
国

の
大

学
院

等
 
1
5
0
名

（
平

成
2
6
年

度
 
1
4
7
名

）

外
国

の
政

府
機

関
・

国
際

機
関

等
　

　
　

　
 
 
2
7
名

程
度

（
平

成
2
6
年

度
 
 
 
 
 
2
6
名

）

国
内

の
大

学
院

　
　

 
1
2
名

（
平

成
2
6
年

度
　

　
 
1
8
名

）
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３ 行政研修のカリキュラム



行政研修の目的 国民全体の奉仕者たる幹部公務員の養成

カリキュラム編成の基本

研修の特徴

資料３－１ 行政研修の目的とカリキュラム編成の
基本・特徴
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資料３－２ ⾏政研修のカリキュラム例
（平成27年度）

◇初任⾏政研修

分 類 研 修 科 目 技 法

国民全体の奉仕者としての 公務員の在り方 講義、レポート作成

使命と職責について考える 公務員倫理を考える 演習

（11.5） 古典に学ぶ 講義

人権 講義

公共政策の在り方を多角的 政策課題研究 講義、討議、

に検証し考える（62.5） レポート作成

政策形成の実際と公務員 講義、討議

行政政策事例研究 講義、討議、

レポート作成

政策ディベート 講義、討議

特別講義 講義

公正な公務運営について学 接遇 講義

ぶ（2.5） 健康管理 講義、演習

体験を通して行政の在り方 介護等実地体験 講義、実地体験、

を考える（107.0） レポート作成

地方自治体実地体験等 講義、実地体験、

レポート作成

国際行政の現場 講義、意見交換

外国から見た日本への期待 講義、意見交換

現場訪問 講義、視察、意見交換

諸行事（5.5） 開講式・閉講式、オリエンテーション等

合計 １８９時間
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◇３年⽬フォローアップ研修

分 類 研 修 科 目 技 法

国民全体の奉仕者としての 公務員の在り方 講義

使命と職責について考える 公務員としての２年間を振り 討議

（9） 返り、今後の公務員生活につ

いて考える

先輩職員を囲んで 講義、討議

公務員の在り方を考える（小 レポート作成

論文作成）

公共政策の在り方を多角的 政策ワークショップ 討議

に検証し考える（14） 市民社会とのパートナーシッ 講義、座談会

プを考える

公正な公務運営について学 リーダーシップを考える 講義、演習

ぶ（5） ファシリテーション 講義、演習

諸行事（2） 開講式・閉講式、オリエンテーション等

合計 ３０時間

◇⾏政研修（係員級特別課程）

分 類 研 修 科 目 技 法

国民全体の奉仕者としての 公務員倫理を考える 講義、討議

使命と職責について考える 古典に学ぶ 講義

（8） 先輩職員を囲んで 講義、討議

小論文作成 レポート作成

先輩職員を囲んで 講義、討議

公共政策の在り方を多角的 行政政策事例研究・政策課題 講義、討議

に検証し考える（40） 研究

政策ディベート 講義、討議

社会情勢・歴史等 講義

英語学習技法 講義、演習

現場訪問 講義、視察、意見交換

公正な公務運営について学 コミュニケーション研究 講義、演習

ぶ（6） 健康管理（ を含む） 講義、演習メンタルヘルス

諸行事（2） 開講式・閉講式、オリエンテーション等

合計 ５６時間
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◇⾏政研修（係⻑級特別課程）

分 類 研 修 科 目 技 法

国民全体の奉仕者としての 公務員の在り方 講義

使命と職責について考える 公務員倫理を考える 講義、討議

（8） 古典に学ぶ 講義

小論文作成 レポート作成

公共政策の在り方を多角的 行政政策事例研究・政策課題 講義、討議

に検証し考える（40） 研究

個別政策研究 討議

政策ディベート 講義、討議

社会情勢・歴史等 講義

現場訪問 講義、視察、意見交換

公正な公務運営について学 リーダーシップ研究 講義、演習

ぶ（6） 健康管理（ を含む） 講義、演習メンタルヘルス

諸行事（2） 開講式・閉講式、オリエンテーション等

合計 ５６時間

◇⾏政研修（課⻑補佐級）

分 類 研 修 科 目 技 法

国民全体の奉仕者としての 行政の在り方 講義、討議

使命と職責について考える 公務員倫理を考える 講義、討議

（5） 古典に学ぶ 講義、討議

公共政策の在り方を多角的 行政政策事例研究・政策課題 講義、討議

に検証し考える（13.5） 研究・

個別政策研究 討議

公正な公務運営について学 人事管理・組織管理等 講義、実習

ぶ（3）

諸行事（1.5） 開講式・閉講式、オリエンテーション等

合計 ２３時間
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◇⾏政研修（課⻑補佐級)リーダーシップ研修

分 類 研 修 科 目 技 法

国民全体の奉仕者としての 行政・行政官の在り方 講義、討議

使命と職責について考える 個人プレゼンテーション 発表、討議

（10）

公共政策の在り方を多角的 課題研究 講義、討議、

に検証し考える（56） レポート作成

駐日在外公館職員との意見交 討議

換

現代社会について考える 講義、討議

共同研究 討議、レポート作成

行政機関視察等 視察

公正な公務運営について学 リーダーシップを考える 講義、討議、演習

ぶ（17）

諸行事（3） 開講式・閉講式、オリエンテーション等

合計 ８６時間

◇⾏政研修（課⻑級）

分 類 研 修 科 目 技 法

国民全体の奉仕者としての 公務員の在り方 講義

使命と職責について考える 古典に学ぶ 講義

（6）

公共政策の在り方を多角的 政策課題研究 講義、討議

に検証し考える（15） 個別政策研究 討議

文化・文明論 講義

公正な公務運営について学 人事管理・組織管理等（メン 講義、演習

ぶ（5） タルヘルスを含む）

諸行事（2） 開講式・閉講式、オリエンテーション等

合計 ２８時間
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テ　ー　マ 現場訪問先等

課長補佐級 第２５１回（通勤４日間） 今、この国の教育の最大の問題は何か

(平成26年度) 第２５２回（合宿４日間） 生活保障に向けた諸施策・制度の連携

第２５３回（通勤４日間） 福島復興

特別課程
第３６回係長級（通勤２週
間）

男女が共に働く社会への転換をどう進
めるか

日本理化学工業（株）川崎工場

(平成26年度)
第２６回課長補佐級（通勤１
週間＋合宿１週間）

震災後の復興・再生
東日本大震災事業者再生支援機構等
（仙台市）

テ　ー　マ 現場訪問先等

初任行政研修
（新規採用）

Aコース 長良川河口堰建設事例

(平成27年度) Bコース 水俣病事例

Cコース 消費税導入事例

Dコース 成田空港建設事例 成田空港、空と大地の歴史館ほか

Eコース 介護保険事例

特別課程
第20回係員級（通勤１週間＋
合宿１週間）

水産資源管理等水産政策事例
銚子市漁協、（独）水産総合研究セン
ター水産工学研究所

(平成26年度)
第21回係員級（通勤３日＋合
宿１週間）

農林水産業・農山漁村の６次産業化政
策事例

道の駅とみうら枇杷倶楽部

第35回係長級（合宿９日間）
社会資本整備と経済効果：経済学の観
点から交通を中心にして

（独）鉄道・運輸機構東京支社新横浜
鉄道建設所

第27回課長補佐級（通勤３日
＋合宿１週間）

高齢者介護対策推進事例 和光市役所、和光市内高齢者福祉施設

コ　ー　ス　名

★　行政政策事例研究

コ　ー　ス　名

資料３－３　行政政策事例研究、政策課題研究のテーマ例

★　政策課題研究

18



４ 職場環境及び職場における人材

育成の状況に係る意識調査



0%

4%

1%

0%

12%

8%

11%

13%

24%

21%

24%

22%

57%

58%

56%

51%

7%

10%

8%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

課長・室長級（58名）

課長補佐級（136名）

係長級(132名）

係員級（82名）

大いに満足

ある程度満足

どちらとも言えない

あまり満足していな

い

全く満足していない

○ 係員級から課長・室長級までのいずれの役職段階においても、６割を超える職員が「大いに満足」又

は「ある程度満足」と回答。「満足していない」との回答は１割程度。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

課長・室長級（58名）

課長補佐級（136名）

係長級(132名）

係員級（82名）

２．現在の職場における仕事の進め方、働き方等で満足できない点

私生活との両立が図れない

創造的、挑戦的な仕事ができない

上司が業務や人のマネジメントをできて

いない
楽しく活き活きと仕事ができない

自分が必要と考える専門能力、技能を

伸ばせない
組織目標や自らの役割が明確でない

職業人として必要な知識技能を習得でき

ない
自らの職務を通じて社会や公務に貢献

できない
自分の社会的なステータスを向上できな

い
直接同僚・上司とコミュニケーションを図

る機会が少ない

○ 係長級以下の若手職員は、「私生活との両立が図れない」ことを、課長補佐級以上の職員では、「創造的、挑

戦的な仕事ができない」ことを、満足できない点として多く選択している傾向にある。

回答数 計429名（平成27年5月20日現在）

不明21名

問１ 現在の職場において仕事の進め方、働き方等について満足していますか。（１つ選択）

問２ （問１で「満足」と回答した職員を含め）現在の職場において仕事の進め方、働き方等についてご自身が満足でき

ない点は何ですか。（３つ選択）

資料４－１　職場環境及び職場における人材育成の状況に係る
　　　　　意識調査結果（抜粋）

　 係員級 82名 係長級 132名 課長補佐級 136名 課長・室長級 58名

１．現在の職場における仕事の進め方、働き方等に係る満足度

19



7%

6%

6%

5%

8%

7%

5%

4%

7%

9%

8%

4%

7%

6%

9%

9%

7%

9%

10%

10%

12%

12%

9%

14%

9%

9%

13%

15%

25%

20%

18%

16%

21%

22%

21%

25%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

課長・室長級

（58名）

課長補佐級

（136名）

係長級(132
名）

係員級（82
名）

４．効果的な人材育成を行うために改善すべき点

業務多忙による部下職員の育成の欠如

管理職員や中堅職員の育成に係る意識・スキル不足

若手職員に対するフォローアップ不足

専門能力、技能を伸ばす機会不足

求められる能力・資質が不明確

同僚・上司との対面コミュニケーション不足

業務遂行に対する的確な評価の欠如

部下職員の意欲不足

組織目標・個人目標の周知不足

○ いずれの役職段階からも、「業務多忙による部下職員の育成の欠如」、「管理職員や中堅職員の

育成に係る意識・スキル不足」を改善を要すべき事項として指摘されている。

問４ 現場の職場において、効果的に人材育成を行うために、改善すべき点は何ですか。（３つ選択）

4%

5%

2%

4%

16%

26%

36%

24%

19%

18%

23%

26%

61%

49%

38%

41%

0%

3%

1%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

課長・室長級（58名）

課長補佐級（136名）

係長級(132名）

係員級（82名）

３．現在の職場において十分に人材育成が行われているか

十分に行われている

ある程度行われている

どちらともいえない

あまり行われていない

全く行われていない

○ 課長補佐級以下の職員の３割～４割が、職場での人材育成が「全く」又は「あまり」行われていないと回答。そ

の一方で、役職段階が上位に上がるほど、職場で人材育成が「ある程度行われている」と認識している傾向が認

められる。（課長・室長級の61％がそのように認識。）

問３ 現在の職場において十分に人材育成が行われていると思いますか。（１つ選択）
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4%

8%

10%

11%

12%

13%

20%

21%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

上司や先輩の言うことを聞かない

萎縮するので叱りにくい

自分中心で物事を進める

指導とハラスメントの境界が分かりにくい

コミュニケーションを図れない

組織やチームで仕事をする意識が薄い

興味や関心がないことには手をつけない

指示を待っているだけで自分から動かない

部下・後輩の育成に関して難しいと感じること（課長・室長級）

4%

6%

6%

7%

8%

9%

12%

14%

14%

20%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

知識や技能を教えてくれない

スケジュール管理ができていない

業務量に関わらず長時間働かせる

チームワークを作ろうとしない

上司に従ってばかりで自分の考えがない

部下や後輩の話を聞いてくれない

仕事を丸投げする

業務配分が特定の人に偏る

頭ごなしに叱る

指示が場当たり的である

上司・先輩の指導で適切でないと感じること（課長補佐級以下）
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資料４－２ 
「職場環境及び職場における人材育成の状況に係る意識調査」の計量分析

原田 久（立教大学）

１ 分析の概要

・「職場環境及び職場における人材育成の状況に係る意識調査」をもとに、各職

場での人材育成が行われていない要因について計量分析を行う。

・アンケート対象者は人事院主催で実施する階層別研修、評価者研修等に参加し

た、各府省の係員級から課長級の職員４２９名（回答率 98％）、アンケート実

施時期は 2015年１月～同年５月。 

２ 分析の方法

・従属変数：設問（5）「現在の職場において十分に人材育成が行われていると思

いますか」の回答（1.十分に行われている～5.全く行われていない） 
・独立変数：設問（6）「現在の職場において、効果的に人材育成を行うために、

改善すべき点」の回答をダミー変数化（該当する=1、該当しない=0）。「改善

すべき点」を「人材育成が行われていない原因」と解釈

・分析手法：順序ロジスティック回帰分析（9 つの独立変数を強制投入） 

３ 分析結果（次頁の表を参照）

・モデルの適合度：観測された度数分布と予測された度数分布が同じであるとい

う帰無仮説は棄却され、モデルは実際のデータに適合

・決定係数：Cox & Snell は.082，Nagelkerke は.089 であり、あてはまりは必

ずしもよくない

・変数の有意性：９つの変数のうち、「意識・スキル」，「周知」，「機会」，「能力・

資質」，「評価」，「フォロー」の 6 つの変数が 1～5%有意。したがって、「意識・

スキル」等の 6 変数が従属変数に有意に影響を与えていることになる。この

うち、最も影響力が大きいのは「評価」。逆に、5％有意に至らなかったのは、

「コミュニケーション」、「業務多忙」、「意欲不足」の 3 変数。 

４ 結論

・分析結果からすれば、「業務遂行に対する評価の欠如」、すなわち国家公務員法

に基づく人事評価制度の運用が任用や給与といった人事管理への活用に偏り

（「育成評価」ではなく「査定評価」）、もう一つの目的である人材育成に活用

されていないことを示唆
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表：分析結果

B 標準誤差 有意確率

しきい値

[人材育成 = 1.00] -2.805 .410 .000＊＊ 

[人材育成 = 2.00] 1.028 .290 .000＊＊ 

[人材育成 = 3.00] 1.998 .301 .000＊＊ 

[人材育成 = 4.00] 4.566 .389 .000＊＊ 

位置

コミュニケーション .382 .242 .114 

意識・スキル .518 .192 .007＊＊ 

周知 .624 .279 .026＊ 

機会 .446 .224 .046＊ 

能力・資質 .734 .232 .002＊＊ 

評価 1.041 .251 .000＊＊ 

フォロー .603 .213 .005＊＊ 

業務多忙 .312 .195 .110 

意欲 -.036 .271 .895 

出典：原田作成 ＊＊p< .01 ＊p< .05
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５ 国家公務員の人事管理
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資料５－２　人事評価制度の基本的枠組み

国家公務員法
　　（任免の根本基準）
　第33条　職員の任用は、この法律の定めるところにより、その者の受験成績、人事評価又はその他の能力の実 
　　証に基づいて行わなければならない。
　②～④　（略）

原則として５段階［Ｓ、Ａ、Ｂ（中位）、Ｃ、Ｄ］で絶対評価

（能力評価）

（業績評価）

評価項目等の明示
（評価者）

被評価者の職務遂
行を把握・メモ、
指導・助言

（被評価者）
求められる職務行
動・達成目標等を踏
まえ、職務遂行

（被評価者）
自己申告の記述

評価
調整
確認

評価結果を任免、
給与等に活用

評
価
結
果
の
開
示

期末面談

期首面談

苦情にも対応

（被評価者）
期中の行動に関す

る説明等
（評価者）
指導・助言

達成目標等の
明確化、

困難度・重要度
の設定

（被評価者）
達成目標案の

記述

人　事　評　価
　公務員のモラールを高め、行政運営の効率化を図っていくためには、能力・実績に基づく人事管理を進めていく必
要があり、その基礎となる重要なツールとして、平成21年４月から人事評価制度が導入・実施

評価の枠組み

人事評価制度の基本的枠組み

人事評価の流れ（基本的なパターン）

期首 期中 期末

１年間の評価期間において、職務遂行に
当たり発揮した能力を評価

半期ごとの評価期間において、職務遂行
に当たり挙げた業績を評価

（評価項目の例）地方機関課長 （目標設定の例）本府省係長

能力評価 業績評価

＜実施施策の立案＞
　組織方針に基づき、地域の行政ニーズを踏まえた実施
　施策を立案する。

①行政ニーズの把握

②成果認識

地域の行政ニーズや事案にお
ける課題を的確に把握する。

成果のイメージを明確に持ち、
複数の選択肢を吟味して最適
な実施施策を立案する。

　他に〈倫理〉、〈説明・調整〉、〈業務運営〉、〈組織統率・人材育成〉等の
評価項目がある。

　通常、３～５個の目標を設定

業 務 内 容 目　　　標
　

困難・
重要

意見報告書
案の取りま
とめ

意見報告書案を取りまとめるため、
△△会議において□□基本方針の骨
子についての一定の結論が得られる
よう、▼月までに論点の整理を行う。

◎

評価結果の任免や給与等への活用
　職員の採用年次や合格した採用試験の種類にとらわれず、能力・実績に基づく人事管理が行われるよう、人事評価

の結果を任免（昇任・降任・免職など）や給与（昇格・昇給・ボーナスなど）へ活用するための仕組みを整備し、各

府省における適切な活用を推進
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資料６ 国家公務員法(昭和22年法律第120号)(抄)

第３章 職員に適用される基準

第４節の２ 研修

　（研修の根本基準）

第70条の５ 研修は、職員に現在就いている官職又は将来就くことが見込まれる官職の職

務の遂行に必要な知識及び技能を習得させ、並びに職員の能力及び資質を向上させるこ

とを目的とするものでなければならない。

２ 前項の根本基準の実施につき必要な事項は、この法律に定めのあるものを除いては、人

事院の意見を聴いて政令で定める。

３ 人事院及び内閣総理大臣は、それぞれの所掌事務に係る研修による職員の育成につい

て調査研究を行い、その結果に基づいて、それぞれの所掌事務に係る研修について適切な

方策を講じなければならない。

　（研修計画）

第70条の６ 人事院、内閣総理大臣及び関係庁の長は、前条第一項に規定する根本基準を

達成するため、職員の研修（人事院にあつては第一号に掲げる観点から行う研修とし、内

閣総理大臣にあつては第二号に掲げる観点から行う研修とし、関係庁の長にあつては第

三号に掲げる観点から行う研修とする。）について計画を樹立し、その実施に努めなけれ

ばならない。

一 国民全体の奉仕者としての使命の自覚及び多角的な視点等を有する職員の育成並び

に研修の方法に関する専門的知見を活用して行う職員の効果的な育成

二 各行政機関の課程対象者の政府全体を通じた育成又は内閣の重要政策に関する理解

を深めることを通じた行政各部の施策の統一性の確保

三 行政機関が行うその職員の育成又は行政機関がその所掌事務について行うその職員

及び他の行政機関の職員に対する知識及び技能の付与

２ 前項の計画は、同項の目的を達成するために必要かつ適切な職員の研修の機会が確保

されるものでなければならない。

３ 内閣総理大臣は、第一項の規定により内閣総理大臣及び関係庁の長が行う研修につい

ての計画の樹立及び実施に関し、その総合的企画及び関係各庁に対する調整を行う。

４ 内閣総理大臣は、前項の総合的企画に関連して、人事院に対し、必要な協力を要請する

ことができる。

５ 人事院は、第一項の計画の樹立及び実施に関し、その監視を行う。

　（研修に関する報告要求等）

第70条の７ 人事院は、内閣総理大臣又は関係庁の長に対し、人事院規則の定めるところ

により、前条第一項の計画に基づく研修の実施状況について報告を求めることができる。 
２ 人事院は、内閣総理大臣又は関係庁の長が法令に違反して前条第一項の計画に基づく

研修を行つた場合には、その是正のため必要な指示を行うことができる。
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